
 

京都市要援護高齢者在宅生活支援ホームヘルプサービス事業実施要綱 

 

（趣旨等） 

第１条 この要綱は、京都市要援護高齢者在宅生活支援ホームヘルプサービス事業により提供されるサ

ービス（以下「在宅生活支援ホームヘルプサービス」という。）の利用に係る手続に関する事項その他

この事業の実施に関し必要な事項について定めるものとする。 

（事業の目的） 

第２条 この事業は、本市の区域内に居住する要援護高齢者（第３条第２号に掲げる者をいう。）につい

て、第５条に規定するサービスを提供することにより、高齢者の福祉の増進を図るとともに、高齢者

が将来介護保険法第７条第１項に規定する要介護状態又は同条第２項に規定する要支援状態となるこ

とを予防し、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 要介護者等 次に掲げる者をいう。 

ア 介護保険法第７条第３項に規定する要介護者 

イ 介護保険法第７条第４項に規定する要支援者 

⑵ 要介護者等相当者 心身の状態が要介護者等と同等の状態であると認められるおおむね６０歳以

上６５歳未満の者で、当該心身の状態が介護保険法第７条第３項に規定する特定疾病によって生じ

たものでないものをいい、具体的には、介護保険法第２７条の規定による要介護認定の手続又は同

法第３２条の規定による要支援認定の手続の過程において行われる、平成１１年９月１３日付け老

発第５９７号厚生省老人保健福祉局長通知「介護認定審査会について」の７１にいう第一次判定と

同様の方法によって判定した結果（以下「第一次判定結果に相当する結果」という。）が要介護又は

要支援とされた者で、障害者に関する施策の適用のある者以外の者をいう。 

⑶ 区役所等所轄課 要援護高齢者の居住地を管轄する区役所又は区役所支所・京北出張所において

この事業の実施に関する事務を所轄する課をいう。 

⑷ 基本的生活行為 炊事、衣類等の洗濯、居室等の掃除、日用品の買物その他の通常の日常生活を

営むについて必要な行為をいう。 

⑸ 介護予防 要介護者等になることの予防をいう。 

（対象者） 

第４条 在宅生活支援ホームヘルプサービスを利用することができる者は、次の各号に掲げるいずれか

の要件を満たす者（本市の区域内に居住地を有するものに限る。）とする。 

⑴  おおむね６０歳以上６５歳未満の者のうち、第一次判定結果に相当する結果が要介護認定等

に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（以下「省令」という。）第１

条第１項第２号から第５号に当たる者（障害者に関する施策の適用のある者を除く。） 

⑵  前号に掲げる者のほか、おおむね６０歳以上６５歳未満の者で、第一次判定結果に相当する結果が

省令第１条第１項第１号又は第２条第１項に当たる者（障害者に関する施策の適用のある者を除

く。） 

（サービスの内容） 

第５条 在宅生活支援ホームヘルプサービスの内容は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴ サービスを利用することができる回数及び時間 市長がその者につき必要と認める回数及び時間 

 ⑵ サービス提供期間 最初に利用することとなった日の翌日から起算して６月以内 

 ⑶ 提供するサービス 

  ア 当該サービスを利用しようとする者が前条第１号に該当する場合、介護保険法第８条第２項に

規定する訪問介護により供与されるサービスと同等のもの 

  イ 当該サービスを利用しようとする者が前条第２号に該当する場合、介護予防を目的とする次に掲げ

るサービス 



  （ア）調理（配膳、食器等の洗浄その他の調理に付随する行為を含む。）及びその指導 

  （イ）衣類、シーツその他これらに類する物の洗濯及び補修並びにそれらの指導 

  （ウ）家屋内の清掃及び物品の整理整頓（当該利用者が通常の日常生活を営むについて必要な範囲に限

る。）並びにそれらの指導 

  （エ）買物（当該利用者の通常の日常生活の維持に必要な物に限る。）及びその指導 

  （オ）生活、身上及び介護に関する相談、助言及び指導 

  （カ）病院等、官公署その他の公的機関への連絡 

  （キ）その他当該利用者の通常の日常生活に必要と認められる援助、相談、助言及び指導 

（利用の申込等） 

第６条 在宅生活支援ホームヘルプサービスを利用しようとする者は、区役所等所轄課又は京都市地域

包括支援センター（以下「包括支援センター」という。）を経て市長に要援護高齢者在宅生活支援ホー

ムヘルプサービス利用申込書（第１号様式。以下「利用申込書」という。）を提出して、在宅生活支援

ホームヘルプサービスの利用を申し込むものとする。 

２ 包括支援センターは、利用申込書を受け取ったときは、速やかに当該利用申込書を前項の規定によ

る申込みを行った者（以下「申込者」という。）の居住地を管轄する区役所等所轄課に送付するものと

する。 

３ 市長は、第１項の規定による利用申込書の提出があったときは、当該サービスの提供に関し必要な

限度において、区役所等所轄課長を経て当該区役所所轄課の職員に当該申込者の生活状況、収入状況

その他の事項を調査させるものとする。 

４ 市長は、第１項の規定による利用申込書の提出があったときは、当該サービスの提供に関し必要な

限度において、区役所等所轄課長を経て当該申込者の居住地を担当する包括支援センターの職員に当

該申込者の生活状況その他の事項を調査させるものとする。 

５ 市長は、前項の規定による調査の結果により、申込者が第４条の規定による要件に該当していると

認めるときは、その者につき当該サービスを提供することを要援護高齢者在宅生活支援ホームヘルプ

サービス提供等決定書（第２号様式。以下「サービス提供等決定書」という。）により決定する。ただ

し、申込者が正当な理由がなくて前２項の規定による調査を拒んだとき、又は次の各号に掲げる事由

のいずれかに該当していると認めるときは、この限りでない。 

⑴  申込者又はその者の居宅にいる者が、第１１条の規定によるサービス提供者に対し、暴行、脅

迫その他これらに類する行為を行うことが明白であるとき。 

⑵ 申請者に当該サービスを提供することが適当でない特別の事情があるとき。 

６ 市長は、在宅生活支援ホームヘルプサービスを提供することを決定したとき、又は提供しないこと

を決定したときは、その旨を要援護高齢者在宅生活支援ホームヘルプサービス提供等決定通知書（第

３号様式。以下「サービス提供決定等通知書」という。）により当該申込者に通知するものとする。 

（利用者の負担） 

第７条 在宅生活支援ホームヘルプサービスを利用した者（生活保護法の規定による保護又は中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律の規定による支援給付を受けているものを除く。）は、別表に掲げる金額を市長の請求のあった日

の翌日から起算して１０日以内に、本市に納めなければならない。 

（サービス提供の廃止等） 

第８条 市長は、在宅生活支援ホームヘルプサービスの利用者が本市の区域を越えて居住地を移したと

き、又はその者が要介護者等になったとき、又はその者が死亡したときは、在宅生活支援ホームヘル

プサービスの提供を廃止するものとする。 

２ 市長は、在宅生活支援ホームヘルプサービスの利用者が当該サービスの利用を取り止める旨を申し

出たときは、当該申出に係る在宅生活支援ホームヘルプサービスの提供を廃止するものとする。 

３ 市長は、在宅生活支援ホームヘルプサービスの利用者が次の各号のいずれかに該当していると認め

るときは、当該利用者に係る在宅生活支援ホームヘルプサービスの提供を廃止することができる。 

⑴ 第４条の規定に該当しなくなったこと。 



⑵ 第６条第３項及び第４項の規定による調査において、虚偽の申告をしていたことが明らかとなっ

たこと。 

⑶ 第６条第５項に掲げる事由のいずれかに該当していること。 

⑷ 病院等に６月以上入院することとなったこと。 

４ 市長は、在宅生活支援ホームヘルプサービスを利用した者が正当な理由がなく前条に規定する利用

料を支払わなかったときは、当該サービスの提供を廃止することができる。 

５ 市長は、在宅生活支援ホームヘルプサービスの提供を廃止するとき、又は提供内容等を変更すると

きは、サービス提供等決定書により決定し、理由を付してその旨をサービス提供決定等通知書により

当該利用者に通知するものとする。 

（利用の継続等） 

第９条 在宅生活支援ホームヘルプサービスを利用している者は、第６条第６項の規定による市長の通

知承諾があった日の属する月の１日から起算して６月を経過した後も引き続き当該サービスの利用を

希望するときは、当該期間が終了する日までに利用申込書を区役所等所轄課又は包括支援センターを

経て市長に提出して、当該サービスの利用の継続を申し込むものとする。 

２ 第６条第２項から第６項までの規定は、在宅生活支援ホームヘルプサービスの利用の継続に関する

手続について準用する。 

３ 前条の規定は、前２項の規定により継続が認められた在宅生活支援ホームヘルプサービスの提供の

廃止について準用する。 

（申込者等の義務） 

第１０条 申込者は、第６条第３項及び第４項の規定による調査において、虚偽の申告をしてはならな

い。 

２ 申込者は、第６条第１項の規定による申込を行った後において、当該申込時の生活状況、身体状況

に変化があったとき、その他利用申込書に記載されている事項及び第６条第３項及び第４項の規定に

よる調査において申告したことと異なる状況が生じたときは、速やかに市長に届け出なければならな

い。 

３ 在宅生活支援ホームヘルプサービスを利用する者は、次条の規定に基づき当該サービスを提供する

者の指示に従わなければならない。 

（サービス提供者） 

第１１条 本市ヘルパー室職員のうち、訪問介護員の資格を有する等、ホームヘルパー事業を行える者

を派遣する。 

（補則） 

第１２条 この要綱において別に定めることとされている事項及びこの要綱の施行に関し必要な事項は、

所轄部長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

（要綱の廃止） 

２ この要綱の施行に伴い、京都市民間ミニデイサービス事業助成金交付要綱は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、決定の日から施行し、平成１２年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成１３年１月４日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 



１ この要綱は、平成１５年６月１８日から施行する。 

（利用者負担に関する規定の適用） 

２ 第９条第１項の規定による改正後のすこやかホームヘルプサービス利用者負担については、平成１

５年７月１日から適用し、平成１５年６月３０日までの利用者負担については、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１７年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の京都市高齢者すこやか生活支援事業実施要綱（以下「旧要綱」という。）第７条第１項によ

り申込みが行われた、すこやかホームヘルプサービス、すこやかショートステイサービス及び要介護

者等相当者生活支援ホームヘルプサービスについては、当該申込みにより決定されたサービス提供期

間において旧要綱を適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 (徴収額の軽減の特例） 

２ 平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間における第８条第２項の適用については、

同項中「指定居宅介護サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告示第１９

号）」とあるのは、「平成２６年３月１２日厚生労働省告示第６７号による改正前の指定居宅介護サ

ービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告示第１９号）」とし、「指定介護

予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１２７号）」とあ

るのは、「平成２６年３月１８日厚生労働省告示第８１号による改正前の指定介護予防サービスに要

する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１２７号）」とする。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 附 則 



 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 



別表（第７条関係） 

利用者区分 利用区分 利用料の単価 

第４条第２号 家事援助 １，２５９ 

第４条第１号 

家事援助中心の場合 １１８ 

身体介護中心の場合 ２０７ 

家事援助及び身体介護がそれぞれ同程度行われる場合 １６３ 

備考 「利用料の単価」とは、利用者が第４条第２号に該当する場合においては、１月当たりの利用料

の単価をいう。また、利用者が同条第１号に該当する場合においては３０分当たりの利用料の単価

をいい、３０分未満は、３０分とみなして取り扱うものとする。 


